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平成 23年度決算に係る財務書類を公表します

　市では、「現金主義・単式簿記」に基づく歳入・歳出の収支決算による会計

処理を行っています。しかし、より効率的な行財政運営や行政改革を進めて

いくためには、これまでの会計処理に加え、民間企業などで行われているよ

うな資産・負債などの情報やコストを意識し、「発生主義・複式簿記」の考え

方を取り入れた、「地方公会計制度」に基づく財務書類を作成し、会計状況を

明らかすることが求められています。

　このことから、国より示された「総務省方式改訂モデル」に基づき、地方

財政状況調査（決算統計）を活用した「平成 23 年度決算に係る財務書類」を作

成しました。

　その結果、財政の持続性や健全性を示す指標「基礎的財政収支（プライマリー

バランス）」は、77 億円の黒字となりました。詳しくは、市ウェブサイトに

掲載をしています。

　財政課財政担当　 23-5029

平成 23年度財務書類（普通会計）の概要

行政コスト計算書（資産形成を伴わない行政サービス経費の内訳）

経常行政コスト（サービス費用） 経常収益（サービス対価）

福祉 193 億円 (14 万円）使用料・手数料 8 億円（0.6 万円）

教育 60 億円 (  4 万円）分担金など 5 億円（0.4 万円）

環境衛生 58 億円 (  4 万円）合計 13 億円（ 1 万円）

生活インフラ 51 億円 (  3 万円） 純経常行政コスト
（純資産で対応する費用）その他 123 億円（11 万円）

合計 485 億円（36 万円）合計 472 億円（35 万円）

純資産変動計算書（これまで負担したものの内訳）

期首残高 1,242 億円（92 万円）

減
少

減少額合計 508 億円（38 万円）

純経常行政コスト 472 億円（35 万円）

災害復旧費など 36 億円（　3 万円）

増
加

増加額合計 580 億円（43 万円）

一般財源収入 434 億円（32 万円）

補助金等収入 146 億円（11 万円）

期末残高 1,314 億円（97 万円）

貸借対照表（保有する資産と負担区分の内訳）

資産（現在保有する資産）　 負債（これから負担するもの）

公共資産 1,810 億円（134 万円）固定負債 691 億円（51 万円）

投資など 150 億円（ 11 万円）流動負債 71 億円（　5 万円）

流動資産 116 億円（   8 万円）合計 762 億円（56 万円）

（うち流動資産に 10 億円含む）純資産（これまで負担したもの）

合計 2,076 億円（153 万円）合計 1,314 億円（97 万円）

資金収支計算書（1年間の現金収支の内訳）

収入　 支出

647 億円（47.7 万円）

637 億円（47 万円）

差引残高

10 億円（0.7 万円）

収入総額 647 億円－地方債発行額 45 億円＝ 602 億円

支出総額 637 億円－地方債償還金 75 億円－基金積立

　37 億円＝ 525 億円

－基礎的財政収支は、77億円の黒字

※貸借対照表の基準日は、平成 24 年 3 月 31 日現在、その他の表は、平成 23

　年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までで作成したものです。

※各表の (　) 内の数値は市民一人当たりの額で、平成 24 年 3 月 31 日現在の

　大崎市住民基本台帳の人口により算出しています。

※表示単位で端数調整を行っているため、総額が一致しない部分があります。

【第2次集中改革プラン（平成22～24年度）の主な取り組みと財政効果額】　　（単位：千円）

推進項目 内容 目標額 効果額

定員適正化
計画の推進

継続した取り組みにより 3 年間の累計で 150 人
の職員を減らし、人件費を削減

2,333,149 2,432,934

滞納整理の
推進

一定期間における集中的な納税者との接触、長期
累積事案の解決に向けた取り組み、滞納処分およ
び現年課税分の徴収強化対策など

177,316 267,156

遊休資産の
売却

市有地 14件の売却 24,000 121,965

病院事業の
経営健全化

電子カルテや自動精算機導入による業務効率化、
分院・診療所経営改善実施計画に基づく経営改善
の実施、診療報酬改定に伴う収益の増加など

1,200,000 2,028,340

その他
電算システムの見直し、使用料などの未納者への
取り組み強化など

27,294 84,470

合計 3,761,759 4,934,865
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伊藤市長が、東北市長会の副会長に選任されました

　10 月 17 日、岩手県花巻市で東北市長会が開催されました。東北市長会は、市政に関して東北６県の
各市と連絡協調を図り、地域課題解決のための調査研究を行い、国に対する要請活動などを行っています。
　会長は仙台市長が務め、今回の役員改選で、副会長に大崎市長のほか秋田県鹿角市長、山形県米沢市長
の 3人が選任されました。任期となるこの１年間、東北 75都市の代表として、震災復興や地方自治の興隆
発展を目指していくこととなります。

行政コスト計算書は、1 年間に行政サービス（資産形成を
除く）にかけた費用と、それに対する利益収入を示したも
ので、差額 472 億円は、純資産変動計算書の期首残高か
ら差し引かれることになります。

資金収支計算書は、1年間の現金の流れを示したもので、
収入から支出を差し引いた残額の 10 億円は、貸借対照
表の資産に含まれます。

純資産変動計算書は、1 年間で純資産がどのように増減
したのかを示したもので、期末残高 1,314 億円から期首
残高 1,242 億円を差し引いた 72 億円が前年度より増と
なっています。

貸借対照表は、保有する資産と負債の内訳を示したもので、
資産が2,076億円、負債が762億円、純資産が1,314億円
となっています。一般の住宅資産に例えると、マイホーム
などの価格が2,076万円、住宅ローンの残高が762万円、
差し引き1,314万円の返済が終わっていることになります。


